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 私たち日本共産党議員団では現在市民アンケートに取り組んでいます。アンケート

には物価の高騰で苦しんでいる市民の皆さんの「お米が買えない」「３人の子どもの

インフルエンザの予防注射代で今月の生活費 12,000 円がとんだ」など様々な切実な

声が綴られています。 

 こうした中、政府は補正予算で物価対策を組みましたが、消費税減税など根本的に

物価高騰を止める対策はなく一時しのぎにすぎないものであり、大型の補正も防衛費

の大幅な追加、大企業への支援を強めるものと批判の声が上がりました。 

 このような中で急遽重点地方交付金２兆円が追加され、地方の物価高騰対策は一

定の弾みがつくことが期待されています。伊勢崎市にも 16 億円を超える交付額が示

され、自治体の裁量が問われることになりました。 

 つきましては物価高騰対策について下記事項を検討いただきますよう、要望いたし

ます。 

記 

1、 国から交付される枠にとらわれず、この間増やしてきた基金も活用し物価高騰

で困っている市民にきめ細かな支援が届くよう対策をお願いしたい。 

2、 大幅に引き上げられた水道料金の減免は事務経費もかからず直接広く市民の

支援につながるものになることから、基本料金の減免措置を検討すること。 

3、 中小企業・小規模企業支援についてはGX対応の同様施策を繰り返すのではな

く、資材高騰で苦慮している事業者の直接支援、賃上げを実施した企業に支援

金を支給するなど、資材高騰や人手不足に悩む事業者への広く直接的な支援策

を検討すること。 

4、 民間の支援が後退している子ども食堂やフードバンクなどの取り組みに対し、

市の直接支援を強めること。 

5、 給付金から外れた低所得者も含みこめるよう、非課税世帯に限定せず灯油代補

助などの冬の寒さ対策を講じること 

6、 デジタルになじめない市民にも食料品購入に対する支援がいきわたるよう、イ

セカポイントに限定しない食料品負担軽減支援についても検討すること。 

7、 車を運転しない高齢者の支援にタクシー活用事業の補助率の拡大をはかるこ

と。 


